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３ 独占禁止法違反事件等の概要 

(1) 拘束条件付取引 

農業協同組合による拘束条件付取引事件について，１件の法的措置を採った。 

ア 違反行為の概要 

土佐あき農業協同組合（以下「土佐あき農協」という。）は，かねてから，なす 

の販売を受託することができる組合員を支部員又は支部園芸部から集出荷場の利 

用を了承された者に限定していたところ，遅くとも平成２４年４月以降，次のと 

おり，組合員からなすの販売を受託していた。 

(ｱ) 土佐あき農協は，自ら以外の者になすを出荷したことにより支部園芸部を除

名されるなどした者からなすの販売を受託しないこととして，なすの販売を受

託していた。 

(ｲ) 土佐あき農協は，支部園芸部が定めた系統外出荷手数料等を収受し，これを

系統出荷が行われたなすに関して自らが受領した園芸農産物の販売代金から諸

経費の見込額として支部園芸部が定めた諸掛預り金等控除後の残額の２．７パ

ーセントに相当する額等と同様に販売事業に係る経費に充てていた。 

(ｳ) 土佐あき農協は，支部園芸部の定めた罰金等を収受し，これを系統出荷が行

われたなすに関して自らが控除する諸掛預り金と同様に販売事業に係る経費に

充てていた。 

イ 排除措置命令 

平成２９年３月２９日，土佐あき農協に対し，今後，組合員からのなすの販売

の受託に関し，同様の行為を行わないことなどを内容とする排除措置命令を行っ

た。 

なお，土佐あき農協は，平成２９年５月２日，排除措置命令の取消訴訟の提起

及び執行停止の申立てを行った。 

(2) 優越的地位の濫用 

公正取引委員会は，優越的地位の濫用に係る情報に接した場合には，効率的かつ

効果的な調査を行い，独占禁止法違反につながるおそれのある行為が認められた場

合には，未然防止の観点から注意するほか，独占禁止法違反が認められた場合は厳

正に対処することとしている。 

なお，平成２８年度においては，四国地区で５件の注意を行ったところ，その主

な事例は以下のとおりである（注）。 

（注）次の各事例は，記載された行為が行われていた疑いがあり，独占禁止法違反につながるおそれがあったものである。 

購入・利用強制 

ア  宿泊業を営むＡは，購買担当者から，取引先事業者に対し，Ａの運営するホテ

ルにおいて開催するディナーショー等のチケットの購入を要請していた。 

イ 包装資材の卸売業を営むＢは，購買担当者から，取引先事業者に対し，タオル，

カレンダー等の年末年始用粗品の購入を要請していた。 

減額 

ウ 宿泊業を営むＡは，取引先事業者に対し，１００円以下の端数を，また，毎月  

の仕入代金に対して一定率を乗じて得た額をそれぞれ支払代金から減額するよう
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中小企業等協同組合法第７条第３項に基づく届出件数 （単位：件）

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

８ １３ １１ １４ １２ 

第３ 広報・広聴活動 

公正取引委員会では，独占禁止法等の普及・啓発及び競争政策の運営に資するため，

次のような広報・広聴活動を行っている。 

１ 独占禁止政策協力委員制度 

競争政策への理解の促進と地域の経済社会の実情に即した政策運営に資するため，

平成１１年度から，独占禁止政策協力委員制度を設置しており，公正取引委員会が行

う広報活動等に御協力いただくとともに，独占禁止法等の運用や競争政策の運営等に

ついて意見聴取を行っている。 

平成２８年度においては，上半期に（１）公正取引委員会に対する期待について，

（２）地域経済の現状と競争政策の役割について，（３）情報通信技術やデジタル化の

進展に応じた競争政策の在り方について，（４）地方における独占禁止法及び下請法遵

守の促進について，（５）規制改革に伴う対応についてなど，下半期に（１）中小企業

に不当に不利益を与える行為の取締り等の強化について，（２）課徴金制度の在り方に

ついて，（３）都市ガス分野における小売事業の全面自由化について，（４）独占禁止

政策協力委員制度についてなどの意見聴取をそれぞれ行った。 

２ 有識者との懇談会 

各地の有識者と公正取引委員会の委員等との懇談会及び講演会を通して，競争政策

についてより一層の理解を求めるとともに，幅広く意見及び要望を把握し，今後の競

争政策の有効かつ適切な推進を図るため，昭和４７年度以降，毎年，全国各地におい

て有識者との懇談会を開催している。 

四国地区では，平成２８年度は高松市において，香川県商工会議所連合会，香川県

商工会連合会等の経済団体，消費者団体，学識経験者等の有識者と公正取引委員会委

員との懇談会を実施し，同時に「市場環境の変化を捉えた競争政策と公正取引委員会

の役割」をテーマに講演会を開催した。 

このほか，平成４年度から四国支所長等と各地の有識者との懇談会を開催しており，

平成２８年度は徳島県板野郡上板町，香川県観音寺市，同県東かがわ市，愛媛県今治

市，高知県四万十市，同県高岡郡佐川町及び同県幡多郡黒潮町の計７か所において開

催した。 

３ 独占禁止法説明会等 

公正取引委員会では，独占禁止法等の違反の未然防止を図るため，説明会・講習会

等を自ら主催しているほか，各種業界団体等から要請を受けて講習会等に講師を派遣

している。 

四国地区では，平成２８年度は独占禁止法に関する説明会等を６回実施した。また，

入札談合等関与行為防止法に関する研修会等を２６回実施した。 




